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本資料の目的 

1. 本資料は、第 295回企業会計基準委員会及び第 8回税効果会計専門委員会（以下「専

門委員会」という。）等において議論した開示（注記）に関する論点について、今

後の対応を検討することを目的とする。 

 第 8回専門委員会の資料は別紙 1に記載したとおりであり、第 8回専門委員会以

降に企業会計基準委員会及び専門委員会において聞かれた意見は別紙 2 に記載し

ている。 

 

適用指針案との関連で検討する項目 

2. 現在、監査委員会報告第 66 号「繰延税金資産の回収可能性の判断に関する監査上

の取扱い」（以下「監査委員会報告第 66 号」という。）の見直しについて、適用

指針の文案の形で審議を行っている。 

3. 繰延税金資産の回収可能性に関連する開示項目として、現行の税効果会計に係る会

計基準（以下「税効果会計基準」という。）では、繰延税金資産の発生原因別の主

な内訳と、繰延税金資産から控除した評価性引当額が求められている。これらの開

示に追加が必要か否かを検討するにあたっては、回収可能性に関連する情報として、

どのような内容を開示することが投資家の意思決定に資するか否かを識別するこ

とが必要となる。 

4. 現行の税効果会計基準に基づき開示されている繰延税金資産の総額（評価性引当額

の控除前）と評価性引当額から、繰延税金資産の回収可能性に関する判断根拠を推

察できるケースがあるが1

5. また、現行の開示項目のうち、繰延税金資産の発生原因別の主な内訳に税務上の繰

、多くの場合、将来の課税所得の見積りにどの程度依存

して、経営者は回収可能性があるものと判断したのかについて、投資家は理解する

ことが容易ではないと考えられる。投資家と経営者の間に存在する情報の非対称性

を緩和する観点から、例えば、課税所得に関する将来の不確実性やリスクが高い状

況において繰延税金資産の計上根拠に関する理解可能性を高めるような情報は、投

資家の意思決定に資する可能性があると考えられる。 

                                                        
1 例えば、評価性引当額が開示されていなければ、例示区分 1号のように繰延税金資産の回収可能性が全

額あるものと判断されているケースである。 
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越欠損金が開示されている場合、過去又は当期において税務上の欠損金が生じてい

る事実を示しているが、当該情報のみでは投資家は回収可能性の将来を予測するこ

とが容易ではないと考えられる。よって、例えば、課税所得に関する将来の不確実

性やリスクが高い状況において繰延税金資産の回収可能性に関する予測可能性を

高めるような情報は、投資家の意思決定に資する可能性があると考えられる。 

6. 以上を踏まえた場合、回収可能性に関連する情報として、どのような内容を開示す

ることが投資家の意思決定に資するか否かの判断基準として、次の 2つが考えられ

る。 

 課税所得に関する将来の不確実性やリスクが高い状況において繰延税金資産

の計上根拠に関する理解可能性を高めるか否か。 

 課税所得に関する将来の不確実性やリスクが高い状況において繰延税金資産

の回収可能性に関する予測可能性を高めるか否か。 

 

分類の開示 

7. 前項では、繰延税金資産の回収可能性について、投資家の意思決定に資する情報と

して、繰延税金資産の計上根拠に関する理解可能性を高める情報と予測可能性を高

める情報を識別している。これらを満たす情報としては、企業の分類そのものを開

示することが考えられ、これまでの審議でも当該情報の開示のニーズについて聞か

れている。 

8. ただし、企業の分類は多数の納税主体に関する判断の積み上げであるため、連結グ

ループを構成する一部の企業の分類を開示しても、それのみでは投資家にとって有

用な情報とはならない可能性があると考えられる。また、一般的に、財務諸表注記

においてグループ企業個社ごとの分解情報は要求されていないため、他の注記情報

とのバランスを考慮すると、当該情報の開示を要求することは過大な負担を要求す

ることとなる可能性があると考えられる。 

9. よって、分類そのものの開示を行うことは適切ではないと考えられるが、一方で、

分類ごとに企業の置かれている状況は変わるため、分類ごとに必要な注記を検討す

ることは有用であると考えられることから、以下では、分類ごとに必要とされる可

能性のある開示内容を検討する。 

 

分類ごとの分析 

（（分類 1）から（分類 5）の分析） 
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10. （分類 1）に該当する企業は、適用指針案では、繰延税金資産の全額について、そ

の回収可能性があるものとしている。（分類 1）に該当する企業の場合、非常に高

い収益力が想定されるため、課税所得に関する将来の不確実性やリスクが高い状況

にはないと考えられ、投資家の意思決定に資するために必要とされる追加的な情報

は想定されないと考えられる。 

11. （分類 2）に該当する企業は、適用指針案では、一時差異等のスケジューリングの

結果に基づき、繰延税金資産を計上している場合には、回収可能性があるものとし

ている。また、スケジューリング不能な将来減算一時差異に係る繰延税金資産は、

原則として、回収可能性がないものとするが、一定の要件を合理的に説明できる場

合には回収可能性があるものとしている。 

 （分類 2）に該当する企業の場合、（分類 1）に該当する企業に準じて、高い収

益力が想定され、基本的には、課税所得に関する将来の不確実性やリスクが高い状

況にはないと考えられるため、同様に、投資家の意思決定に資するために必要とさ

れる追加的な情報は想定されないと考えられる。 

12. （分類 3）に該当する企業は、適用指針案では、将来の合理的な見積可能期間（お

おむね 5年）以内の課税所得の見積額に基づいて、当該期間の一時差異等のスケジ

ューリングの結果、繰延税金資産を計上している場合には、回収可能性があるもの

としている。また、5年を超える期間の課税所得に基づいてスケジューリングされ

た一時差異等に係る繰延税金資産が回収可能であることを合理的に説明できる場

合には、その範囲における繰延税金資産は回収可能性があるものとしている。 

（分類 3）に該当する企業の場合、過去及び当期における課税所得が不安定であ

ることが要件であり、課税所得に関する将来の不確実性やリスクが一定程度あると

考えられる。そこで、例えば、5年を超える期間の課税所得に基づいて繰延税金資

産を計上する場合、回収可能性があると判断する根拠や計上額を説明する情報を開

示することは、投資家にとって繰延税金資産の計上根拠に関する理解可能性や予測

可能性を高める情報となる可能性があると考えられる。 

一方、その前提となる合理的な見積可能期間の 5年は、実務に定着している状況

を踏まえて監査委員会報告第 66 号から踏襲するものであり、5 年を超える期間の

判断根拠のみを開示することは、理由に乏しいとの意見も聞かれる。 

13. （分類 4）に該当する企業は、適用指針案では、翌期の課税所得の見積額に基づい

て繰延税金資産を計上している場合には当該繰延税金資産は回収可能性があると

している。また、（分類 4）の要件に該当する場合であっても、過去及び将来の状

況を勘案して将来の課税所得を見積り、合理的に説明できる場合には（分類 2）又
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は（分類 3）に該当するものと取り扱うとしている。 

（分類 4）に該当する企業は、重要な税務上の欠損金が生じたことなどが要件で

あり、課税所得に関する将来の不確実性やリスクが高い状況にあるものと考えられ

る。そこで、例えば、重要な税務上の欠損金が生じている場合において繰延税金資

産の回収可能性があると判断する根拠や計上額（（分類 2）又は（分類 3）に該当

する場合も含む。）を説明する情報を開示することは、投資家にとって、繰延税金

資産の計上根拠に関する理解可能性や予測可能性を高める情報となる可能性があ

ると考えられる。 

なお、上記に関連する注記として、IFRS では、重要な税務上の欠損金が生じた

場合に、繰延税金資産を計上する根拠の注記を求めており（IAS 第 12 号第 82 項、

事例については、「（参考）繰延税金資産の認識の根拠に関する注記の事例」を参

照）、参考になると考えられる。 

（分類 5）に該当する企業は、適用指針案では、繰延税金資産の全額について、そ

の回収可能性がないものとしている。（分類 5）に該当する企業の場合、繰延税金

資産が計上されていない状況のため、基本的に、投資家の意思決定に資するために

必要とされる追加的な情報は想定されないと考えられる。 

 

今後の対応案 

14. 前項までの分析を踏まえると、繰延税金資産の回収可能性に関連して、現状に追加

する開示として、重要な税務上の欠損金が生じている場合に繰延税金資産の回収可

能性があると判断する根拠や計上額を説明する情報は、投資家の意思決定に資する

可能性があると考えられる。 

15. 一方、今回の適用指針案において検討している範囲は、税効果会計に関連する日本

公認会計士協会の実務指針のうち、繰延税金資産の回収可能性に関する部分である。

残りの実務指針については、適用指針案の検討後、一括して移管する予定であり、

その移管に際して、追加的な開示の必要性を検討することとなる。 

16. 以上を踏まえると、次の対応案が考えられる。 

（案 1）重要な税務上の欠損金が生じている場合に繰延税金資産の回収可能性があ

ると判断する根拠や計上額を説明する情報について、開示を求めるかどうかについ

てさらに検討する。 

（案 2）繰延税金資産の回収可能性に関連する開示（注記）を含む税効果会計に係

る開示（注記）についての検討は、繰延税金資産の回収可能性に係る適用指針案の
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後に移管される残りの実務指針と一緒に検討する。 

 

ディスカッション・ポイント 

第 16項に記載する対応案のいずれが適切かについて、ご意見をお伺い

したい。 

 

以 上 
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（参考）繰延税金資産の認識の根拠に関する注記の事例 

 

IFRS（IAS第 12号第 82項）では、(a) 当該繰延税金資産を活用できるかどうかが、現

存の将来加算一時差異の解消により生じる所得を上回る将来の課税所得の有無に依存

しており、かつ(b) 企業が、当該繰延税金資産に関係する課税法域において、当期又は

前期に損失を生じている場合、繰延税金資産の認識の根拠に関する注記を求めている。

この注記については（別紙 1）の第 18項に記載したもののほか、次のような例もある。 

（例） 

 当連結会計年度における繰越欠損金に係る繰延税金資産は、主として当社の子会

社である○○(株)及び××(株)により認識されたものであります。 

 ○○(株)の繰越欠損金は、過去に事業見直しによる資産売却及び事業再編等に伴

う非経常的な要因により発生したものです。当該繰越欠損金は、当連結会計年度の

課税所得により一部が充当され、今後も課税所得の発生が高く見込まれ、当該非経

常的な要因による繰越欠損金の発生は見込まれておりません。 

 ××(株)は、過去、繰越欠損金を計上する際原因となった有価証券投資等が、現

在は、大幅に縮小しており、かつ当社グループへの参加以降の業績安定化に向けた

様々な取り組みにより、継続的かつ安定的に収益を確実に生み出せる環境が整った

ことから、当連結会計年度の課税所得により、繰越欠損金の一部が充当され、今後

においても課税所得の発生が高く見込まれております。 
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（別紙 1） 

繰延税金資産の回収可能性－注記 

（第 8回専門委員会資料） 

 

本資料の目的 

1. 第 7 回専門委員会までの繰延税金資産の回収可能性に関する議論の過程では、注記

に関して専門委員から複数の意見が聞かれており、監査委員会報告第 66 号全般に

関わる論点の議論を深めるうえでは、開示に関する論点も関連すると考えられる。

本資料では、繰延税金資産の回収可能性に関する議論の検討にあたり、注記に関す

る取扱いについて整理する。 

 

現行の規定の確認 

（日本基準における取扱い） 

2. 税効果会計基準においては、以下の事項が注記事項として要求されている。 

(1) 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生原因別の主な内訳（注 8 繰延税金資産

の発生原因別の主な内訳を注記するに当たっては、繰延税金資産から控除され

た額を併せて記載するものとする。） 

(2) 税引前当期純利益又は税金等調整前当期純利益に対する法人税等（法人税等調

整額を含む。）の比率と法定実効税率との間に重要な差異があるときは、当該

差異の原因となった主要な項目別の内訳 

(3) 税率の変更により繰延税金資産及び繰延税金負債の金額が修正されたときは、

その旨及び修正額 

(4) 決算日後に税率の変更があった場合には、その内容及びその影響 

3. また、会計制度委員会報告第 10 号「個別財務諸表における税効果会計に関する実

務指針」（以下、「個別税効果実務指針」という。）においては、注記に関して以

下の規定がある。 

（繰延税金資産から控除した額の開示） 

31．（略）繰延税金資産の算定に当たり繰延税金資産から控除した金額がある場合

には、当該金額を注記しなければならない。なお、当該注記は繰延税金資産及び繰

延税金負債の発生の主な原因別内訳に関する注記において、評価性引当額、回収懸

念額等その内容を示す適当な名称を付し控除前の繰延税金資産合計額から一括し

て控除する形式によることができる。 

 

（IFRS における取扱い） 
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4. IAS 第 12 号「法人所得税」において、以下の項目についての開示が要求されてい

る。 

(1) 税金費用の主要な内訳（第 79項） 

(2) 資本に直接借方計上又は貸方計上した項目に係る当期税金及び繰延税金の合

計額（第 81項(a)） 

(3) その他の包括利益の各内訳項目に係る法人所得税の金額（第 81項(ab)） 

(4) 税金費用（収益）と会計上の利益との関係の説明（第 81項(c)）2

(5) 前期と比較した適用税率の変動の説明（第 81項(d)） 

 

(6) 財政状態計算書に繰延税金資産を認識していない将来減算一時差異、税務上

の繰越欠損金、及び繰越税額控除の額（及び、もしあれば失効日）（第 81項

(e)） 

(7) 繰延税金負債を認識していない、子会社、支店及び関連会社に対する投資並

びに共同支配の取決めに対する持分に係る一時差異の総合計額（第 81項(f)） 

(8) 各タイプの一時差異並びに各タイプの税務上の繰越欠損金及び繰越税額控除

について（第 81項(g)） 

・表示する各期間の財政状態計算書に認識した繰延税金資産及び負債の額 

・包括利益計算書に認識した繰延税金収益又は費用の額 

(9) 非継続事業に関して、廃止に伴う利得又は損失に係る税金費用、非継続事業

の当期中の経常的活動からの純損益に係る税金費用(第 81項(h)) 

(10) 財務諸表の発行が承認される前に提案又は宣言したが、財務諸表に負債とし

て認識していない、企業の株主への配当の法人所得税への影響の金額（第 81

項(i)） 

(11) 企業が取得企業である企業結合により、取得前の繰延税金資産について認識

した金額の変動が生じた場合には、その変動の金額(第 81項(j)) 

(12) 企業結合で取得した繰延税金便益を取得時の時点では認識しなかったが、取

得日後に認識する場合には、繰延税金便益を認識する原因となった事象又は

状況変化の説明（第 81項(k)） 

(13) 以下の場合における、繰延税金資産の金額とその認識の根拠となる証拠の内

容（第 82項） 

・ 当該繰延税金資産を活用できるかどうかが、現存の将来加算一時差異の解

消により生じる所得を上回る将来の課税所得の有無に依存しており、かつ 

・ 企業が、当該繰延税金資産に関係する課税法域において、当期又は前期に

                                                        
2 税金費用と会計上の利益との関係の説明は、以下のいずれか又は両方によるとされている。 

(i) 会計上の利益に適用税率を乗じて得られる額と税金費用（収益）との間の数字的調整（適用税率の計

算根拠も併せて開示） 

(ii) 平均実際負担税率と適用税率との間の数字的調整（適用税率の計算根拠も併せて開示） 
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損失を生じている。 

(14) 留保利益が株主に対する配当として支払われると、税率や税額が変更になる

場合の、配当支払いの結果もたらされる潜在的な法人所得税上の性質及び影

響の金額 

5. また、上記の他、会計方針の開示において、経営者が当該企業の会計方針を適用す

る仮定で行った判断のうち、財務諸表に計上されている金額に最も重要な影響を与

えているものを開示することが要求されている（IAS 第 1号第 122項）。 

 

（米国会計基準における取扱い） 

6. 米国会計基準においては、主に以下の開示が要求されている。 

(1) 貸借対照表上認識した繰延税金資産又は負債の純額について、その構成部分

として、繰延税金資産の総額、繰延税金負債の総額、評価性引当額の総額を

開示しなければならない。年度中における評価性引当額の変動額の純額は開

示を要する（ASC740-10-50-2）。 

(2) 税務上の損失及び税額控除の繰越額の金額及び繰越期限（ASC740-10-50-3a） 

(3) 繰延税金資産の評価性引当額のうち、後に取り崩す場合に資本勘定に直入さ

れる金額（ASC740-10-50-3b） 

(4) （公開企業）一時差異及び繰越額の各項目で、繰延税金資産（評価性引当額

の配分前）及び繰延税金負債の重要な部分を構成する税効果額の概算額

（ASC740-10-50-6） 

(5) 継続事業に係る法人税等の重要な構成3

(6) （公開企業）損益計算書表示年度の継続事業に起因する法人税等の報告額と

継続事業に係る税引前利益に国内の連邦法定税率を適用して計算した法人税

等との金額のパーセンテージ又は金額による調整表。重要な調整項目の内容

と見積額は開示しなければならない（ASC740-10-50-12）。 

（ASC740-10-50-9） 

7. また、上記の他、リスクと不確実性の説明に関する開示の一部として、将来の課税

所得を基礎にした繰延税金の評価性引当額の見積に関する記載が求められている

                                                        
3 下記が注記すべき構成の例としてあげられている。 

(i) 法人税等 

(ii) 法人税等調整額 

(iii) 投資税額控除額 

(iv) 政府の交付金（法人税等の減額として認識した範囲に限る） 

(v) 繰越欠損金の控除による軽減額 

(vi) ある税の軽減額を資本勘定に直接配分したこと係る税金費用 

(vii) 税法あるいは税率の変更又は企業の税務上の身分の変更による繰延税金資産又は負債の修正額 

(viii) 将来の繰延税金資産に関する実現可能性についての判断の変更をもたらした状況の変化による評

価性引当額期首残高の修正額 
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（ASC275-10-50-15）。 

 

論点の分析 

（日本基準、IFRS及び米国会計基準における注記の主な相違点） 

8. 第 2項から第 7項までの注記の主なものについて、各基準ごとの相違点をまとめる

と以下のようになる。 

 日本基準 IFRS 米国会計基準 

三者共通 ① 一時差異及び繰越欠損金等の項目ごとの繰延税金資産及び繰

延税金負債の金額（※） 

② 会計上の利益に対する税金負担率と法定実効税率との差異の

調整 

③ 適用税率の変更による影響の説明 

 

※ ただし、日本基準及び米国会計基準では繰延税金資産から控除

する評価性引当額と控除前の繰延税金資産をそれぞれ注記（い

わゆるグロス表示）するのに対して、IFRS では認識した控除

後の繰延税金資産のみを項目ごとに注記（いわゆるネット表

示）する点で、差異がある。 

IFRS 及び米国

共通 

 ① 税金費用の主な内訳 

IFRS のみ  ① 繰延税金資産を認

識していない将来

減算一時差異、税務

上の繰越欠損金及

び繰越税額控除の

額（もしあれば失効

日） 

② 繰延税金資産を認

識しているが、その

回収可能性が将来

加算一時差異の解

消による所得を上

回る将来の課税所

得に依存し、かつ当
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 日本基準 IFRS 米国会計基準 

期又は前期に損失

を計上している場

合、その認識の根拠

となる証拠の内容 

③ 会計方針の開示に

おいて、経営者が当

該企業の会計方針

を適用する過程で

行った判断のうち、

財務諸表に計上さ

れている金額に最

も重要な影響を与

えているもの 

④ 企業が取得企業で

ある企業結合によ

り、取得前の繰延税

金資産について認

識した金額の変動

が生じた場合には、

その変動の金額 

⑤ 企業結合で取得し

た繰延税金便益を

取得時の時点では

認識しなかったが、

取得日後に認識す

る場合には、繰延税

金便益を認識する

原因となった事象

又は状況変化の説

明 

米国のみ   ① 税務上の繰越欠

損金及び繰越税

額控除の金額及

び繰越期限 

財務会計基準機構のWebサイトに掲載した情報は、著作権法及び国際著作権条約をはじめ、その他の無体財産権に関する 
法律並びに条約によって保護されています。許可なく複写・転載等を行うことはこれらの法律により禁じられています。



 
 

審議事項(3)-4 

DT 2014-48 
 

12 

 日本基準 IFRS 米国会計基準 

② リスクと不確実

性の説明に関す

る開示の一部と

して、将来の課

税所得を基礎に

した繰延税金資

産の評価性引当

額の見積りに関

する記載 

③ 繰延税金資産の

評価性引当額の

うち、後に取り

崩す場合に資本

勘定に直入され

る金額 

 

9. 上記のように、現在日本基準において要求されている開示は、IFRS や米国会計基

準においても要求されている一方、IFRS や米国会計基準独自の開示要求項目がそ

れぞれ数項目ある。日本基準では要求されていないが、IFRS 又は米国会計基準で

要求されている注記は、大きく以下に分類できると考えられる。 

(1) 定性的な情報の開示 

経営者が会計方針を適用するうえで行った判断（IFRS）や、見積に関するリス

クと不確実性の情報（米国会計基準） 

(2) 繰延税金資産の認識の根拠に関する注記 

繰延税金資産を認識しているが、その回収可能性が、将来加算一時差異の解消

による所得を上回る将来の課税所得に依存し、かつ当期又は前期に損失を計上

している場合、その根拠となる証拠の内容（IFRS） 

(3) 繰延税金資産を認識していない将来減算一時差異の額（IFRS） 

(4) 繰延税金資産を認識していない税務上の繰越欠損金及び繰越税額控除の額（も

しあれば失効日）（IFRS）や、税務上の損失及び税額控除の繰越額の金額及び

繰越期限（米国会計基準） 
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これまでに聞かれた課題 

10. これまでの専門委員会での繰延税金資産の回収可能性の議論において、注記に関し

ては以下のような意見が聞かれている。 

 重要な税務上の繰越欠損金が存在している状況において、繰延税金資産に回収

可能性があると判断するのであれば、その判断根拠を開示する規定を設けるか

どうか検討する必要があると考える。 

 5 年を超えて回収可能と見積った場合には、その根拠や年数を開示する規定を

設けるかどうか検討する必要があると考える。 

11. これらの意見に対応するものとしては、第 9 項に記載の項目のうち、繰延税金資産

の認識の根拠に関する注記が関連すると考えられる（ただし、IFRS において根拠

の記載は求められているが、計上した年数についての開示は要求されていない。）。 

12. また、添付資料に記載した繰延税金資産の回収可能性の注記に関して専門委員から

寄せられた課題は、次のとおりである。 

 貸借対照表に計上されている繰延税金資産が将来取り崩されるリスクに関す

る注記（例えば、将来の課税所得の水準に依存する繰延税金資産について回収

可能と判断した根拠など）を要求することを検討してはどうか。 

 繰延税金資産の回収可能性の評価や、将来の予測に有用であるため、監査委員

会報告第 66 号における分類やスケジューリングの状況の開示について検討し

てはどうか。 

13. 上記の 1つ目の課題に対応するものとしては、第 9項に記載した項目のうち、繰延

税金資産の認識の根拠に関する注記及び定性的な情報が相当すると考えられる。 

14. 上記の 2 つ目の課題のうち、監査委員会報告第 66 号における 5 つの分類の開示に

ついては、IFRSや米国会計基準では、類似の開示は行われていない。 

また、スケジューリングの状況については、IFRS や米国会計基準では、第 9 項

に記載の項目のうち、繰延税金資産及び負債のより詳細な内訳として、繰延税金資

産を計上しなかった将来減算一時差異や繰越欠損金の状況の注記（IFRS）や、繰越

欠損金の期限の注記（米国）が要求されており、これらにより、部分的にスケジュ

ーリングの状況が開示されていると考えられるが、スケジューリング全体に関する

情報は開示されていない。 

15. 上記については、今後、定める会計処理の内容にしたがって、情報の有用性や国際

的な会計基準で求められている開示項目の程度などを勘案して、検討していくこと

が考えられる。 

以下では、第 9項に記載したそれぞれの開示について、開示例を参考に分析する。 

財務会計基準機構のWebサイトに掲載した情報は、著作権法及び国際著作権条約をはじめ、その他の無体財産権に関する 
法律並びに条約によって保護されています。許可なく複写・転載等を行うことはこれらの法律により禁じられています。



 
 

審議事項(3)-4 

DT 2014-48 
 

14 

 

（定性的な情報の開示） 

16. IFRS では、会計方針の開示において、経営者が当該企業の会計方針を適用する仮

定で行った判断のうち、財務諸表に計上されている金額に最も重要な影響を与えて

いるものの開示が要求されている。例えば、以下のような開示が行われている。 

（例） 

法人所得税 

 当期税金は、税務当局に対する納付又は税務当局からの還付が予想される金額で

測定しております。 

（中略） 

 繰延税金資産は、一時差異を利用できるだけの課税所得が生じる可能性が高い範

囲内においてのみ認識しております。子会社又は関連会社に対する投資から生じる

将来加算及び減算一時差異について繰延税金を計上しておりますが、当社グループ

が一時差異を解消する時期をコントロールしており、かつ予測可能な期間内に一時

差異が解消しない可能性が高い場合は繰延税金を認識しておりません。なお、のれ

んの当初認識時における一時差異については、繰延税金負債を認識しておりませ

ん。 

（以下略） 

 

17. また、米国会計基準においては、リスクと不確実性の説明に関する開示の一例と

して、将来の課税所得を基礎にした繰延税金の評価性引当額に関する記載が求め

られている。例えば、以下のような繰延税金資産の取り崩しのリスクに関する開

示が行われている。 

（例） 

 繰延税金資産の実現可能性については、将来減算一時差異が解消する期間及び

繰越欠損金が利用可能な期間において課税所得を生み出すか否かによることとな

ります。当社は、この検討において、予想される将来の課税所得水準、タックス

プランニング及び繰延税金負債の取崩予定時期を考慮しております。繰延税金資

産の実現可能性については、主に将来の課税所得に依存しており、当社は、継続

的に十分な課税所得が発生するものと考えております。当社は、評価性引当金を

差し引いた繰延税金資産については、実現が確定していないまでも実現する可能

性が高いものと考えております。ただし、繰越可能期間における将来の課税所得

見積額が減少した場合には、実現可能と認められる繰延税金資産の純額が減少す

る場合があります。 
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（繰延税金資産の認識の根拠に関する注記） 

18. IFRS においては、IAS12 第 82 項において、(a) 当該繰延税金資産を活用できるか

どうかが、現存の将来加算一時差異の解消により生じる所得を上回る将来の課税所

得の有無に依存しており、かつ(b) 企業が、当該繰延税金資産に関係する課税法域

において、当期又は前期に損失を生じている場合には、繰延税金資産の金額とその

認識の根拠となる証拠の内容の開示が要求されている。例えば、以下のような繰延

税金資産の認識の根拠に関する開示が行われている。 

（例） 

 前連結会計年度又は当連結会計年度において、損失を計上しており、かつ繰延税

金資産の回収可能性が将来の課税所得の有無に依存している一部の子会社につい

て、前連結会計年度末及び当連結会計年度末において、繰延税金資産をそれぞれ

XXX 百万円及び XXX 百万円を認識しています。これは、当社の経営陣が、繰越欠損

金及び将来減算一時差異を控除可能な課税所得の発生可能性を、過去の業績、承認

された将来の事業計画、タックスプランニングの機会等に基づき慎重に評価した結

果、繰延税金資産を認識したものです。 

 

（繰延税金資産及び負債のより詳細な内訳） 

19. 一方、IFRSにおいては、IAS12第 81項(e)において、「財政状態計算書に繰延税金

資産を認識していない将来減算一時差異、税務上の繰越欠損金、及び繰越税額控除

の額（及び、もしあれば失効日）」の開示が要求されており、繰延税金資産を認識

しなかった部分、すなわち評価性引当額の内訳が開示される。 

 例えば、以下のように、評価性引当額の内訳及び評価性引当額を計上した繰越欠

損金の繰越期限についての開示が行われている。 

（例） 

連結財政状態計算書において繰延税金資産を認識していない将来減算一時差異、税

務上の繰越欠損金(繰越期限別内訳)は次のとおりであります。 

  
(単位：百万円) 

 

前連結会計年度末 

(2013 年３月 31日) 

当連結会計年度末 

(2014 年３月 31日) 

将来減算一時差異 XXXX XXXX 

税務上の繰越欠損金 
  

繰越期限１年以内 XXX XXX 

繰越期限１年超５年以内 XXX XXX 

繰越期限５年超 XXX XXX 
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税務上の繰越欠損金合計 XXXX XXXX 
 

 

20. また、米国会計基準においては、税務上の損失及び税額控除の繰越額の金額及び繰

越期限（ASC740-10-50-3a）についての注記が要求されており、繰越欠損金及び繰

越税額控除のスケジューリングの状況の開示が行われている。例えば、以下のよう

な繰越欠損金の金額及び繰越期限の開示が行われている。 

（例） 

 2014年 3月 31日現在の税務上の繰越欠損金に対する繰延税金資産の総額は XXXX

百万円であり、その繰越欠損金は、様々な税務管轄で申告される予定の将来課税所

得と相殺することが可能です。繰越可能期間が無期限の XXXX 百万円を除き、繰越

欠損金の大部分は 2014年度から 2022 年度まで繰越すことができます。その他の繰

越欠損金については、税務管轄により最長 20年まで繰越すことができます。 

 2014 年 3月 31日現在の繰越税額控除に対する繰延税金資産の総額は、XXXX 百万

円です。これらの繰越税額控除は、繰越可能期間が無期限の XXXX百万円を除いて、

主として 9年まで繰越すことができます。 

 

ディスカッション・ポイント 

・これまでに聞かれた課題の整理について、ご意見をお伺いしたい。 

・現行の日本基準においては要求されていない定性的な情報の開示、繰

延税金資産の認識の根拠に関する注記、繰延税金資産及び負債のより詳

細な内訳の注記、のそれぞれの有用性についてご意見をお伺いしたい。 

 

以 上 
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（別紙 1の添付資料） 

 

繰延税金資産の回収可能性の注記に関して指摘された課題 

 

番号 12番 

専門委員 後藤委員 

項番号 連結税効果実務指針 設例 6 

内容 繰延税金資産の回収可能性に関する情報開示の充実について 

理由 財務諸表利用者としては、将来、繰延税金資産が取り崩されたり、

再計上される可能性や時期、影響額を知りたい。つまり、現時点での

繰延税金資産の回収可能性を評価したり、その変化を予測したいと考

えている。現行の注記では、繰延税金資産の回収可能性に関する情報

が不足していることから、例えば以下のような注記の追加を検討して

いただきたい。 

・66号における分類 

・スケジューリングの状況 

※ただし、評価性引当額について課税所得など繰延税金資産の計上に

あたっての見積もりが大きく変わる可能性がある場合、その旨、影響

額の見込み、期限別の繰越欠損金の開示など、他の注記でも代替は可

能と考えるため、上記 2つに拘らない。 

連結税効果第 43項、個別税効果第 31項で繰延税金資産の算定に当

たり繰延税金資産から控除した金額がある場合には、当該金額を注記

することを求め、連結財務諸表規則第 15 条の 5 で発生の主な原因別

内訳、法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率の差異の

原因、法人税等の税率変更があった場合の内容及び影響、連結決算日

後に法人税率等の税率の変更があった場合の内容及び影響の記載を

求めている。 

一方、米国会計基準では、財務諸表で報告される金額に影響を与える

リスクと不確実性の開示の一部として、将来の課税所得を基礎にした

繰延税金の評価性引当金の記載が求められており、見積もりの変動可

能性に関する情報が提供されている。また、財政状態計算書について、

繰越欠損金と税額控除の金額と繰越期限の開示などが求められてい

る。 
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番号 13番 

専門委員 小倉委員、加藤委員、布施委員、茂木委員 

項番号 税効果会計に係る会計基準第四注記事項 

内容 連結税効果に関する開示の充実 

理由 基準の検討にあわせ、開示項目の十分性を検討してはどうか。 

例えば、以下の場合における繰延税金資産の金額とその認識の根拠

となる証拠の開示を新たに要求することは、今回の見直しの趣旨に鑑

みれば有用ではないか（IAS 第 12号第 82項参照）。 

・ 当該繰延税金資産を活用できるかどうかが、現存の将来加算一時

差異の解消により生じる所得を上回る将来の課税所得の有無に依

存しており、かつ 

・ 企業が、当該繰延税金資産に関係する課税法域において、当期又

は前期に損失を生じている。 

 

 

 

 

 

以 上 
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（別紙 2） 

第 8回専門委員会以降に企業会計基準委員会及び専門委員会において聞かれた意見 

 

1. 第 8 回及び第 9回専門委員会では注記に関して以下のような意見が聞かれている。 

(1) 注記の議論は繰延税金資産の回収可能性の判断に係る規定の見直しの議論と

関連する。回収可能性についての判断の幅を広げるような見直しが行われるの

であれば、より充実した開示が必要になるのではないか。 

回収可能性に係る判断の幅を広げる見直しを行うのであれば開示の充実が必要 

 

(2) IFRSで要求されている注記事項のうち、前期に損失を計上している場合の繰延

税金資産の計上の根拠の注記は有用な情報を提供するのではないか。 

税務上の欠損金が生じた場合の繰延税金資産の計上の根拠の注記について 

 

(3) 5 年等の数値基準について、反証可能とすることは考えられるものの、その場

合には開示規定を追加することが必須である。 

合理的な見積可能期間の反証を行う際の注記について 

(4) 5 年等の数値基準について反証する場合の開示が必要とするには、それらの年

数を超えて回収可能性があると判断することが、なぜ例外的であるのかを十分

に説明する必要がある。 

 

(5) IFRSで要求されている注記事項のうち、繰延税金資産を認識していない将来減

算一時差異及び税務上の繰越欠損金の金額の注記は有用な情報を提供するの

ではないか。 

繰延税金資産を計上していない税務上の繰越欠損金等に係る注記について 

(6) IFRSや米国会計基準における税務上の繰越欠損金の繰越期限別の注記は、海外

展開していない場合には繰越年数は法定されていること、海外展開している場

合は税率の異なる海外子会社が含まれているにも関わらず税率は注記されな

いこと等に鑑みると、有用性について議論が必要ではないか。 

 

(7) 繰延税金資産の計上額は連結グループを構成する多数の納税主体における計

上額の積上げであることを考えると、税務上の繰越欠損金の繰越期限別の注記

繰延税金資産の計上額が連結グループを構成する多数の納税主体における計上額

の積上げであることの考慮が必要 
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は、合計ベースではなく重要な影響があるものについて注記する対応が考えら

れる。 

(8) 監査委員会報告第 66号における例示区分やスケジューリングの状況の注記は、

多数の納税主体に関する判断の積上げであり、重要性を勘案する場合でも、ど

のような情報が有用なのか議論が必要ではないか。 

(9) 経営者が会計方針を適用するうえで行った判断等の定性的な情報を注記する

ことは有用な一面があるが、多数の納税主体に関する判断の積上げであること

から、どの程度注記すべきかについての判断は容易ではない。 

(10) 繰延税金資産の回収可能性について納税主体別の注記を求めるかどう

かについては、一般的に、財務諸表注記においては個社ごとの分解情報は要求

されていないこととのバランスも考慮すべきではないか。 

 

2. 第 295回及び第 297回企業会計基準委員会では注記に関して以下のような意見が聞

かれている。 

(1) 例示区分 4号の要件と見積可能期間の取扱いは、企業が状況に応じて柔軟に対

応できるように見直しを検討することが考えられる。上記の取扱いを見直す場

合には、企業が計上した繰延税金資産に関して説明責任を果たすよう、開示の

拡充を併せて検討することも考えられる。 

回収可能性に係る判断の幅を広げる見直しを行うのであれば開示の充実が必要 

(2) 運用を現状よりも判断の幅があるように見直した場合には、開示も併せて検討

する点は理解できる。 

 

(3) 開示について、見積可能期間を 5年とする理論的根拠がないことを踏まえると、

5 年を超えて回収可能性があると判断した場合に開示規定を追加的に設けると

いう対応は適切とは考えられない。いかなる開示が有用であるかを検討する必

要はあるが、開示の必要性については 5年を超えるかどうかに関わらず同じで

はないか。 

合理的な見積可能期間の反証を行う際の注記について 

 

(4) IFRSにおける繰延税金資産を認識していない将来減算一時差異の開示は、日本

において有用とは限らないのではないか。 

繰延税金資産を計上していない税務上の繰越欠損金等に係る注記について 
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(5) 例示区分を開示するという案は、機微情報であるため現実的ではない。 

その他 

(6) スケジューリングが不能な将来減算一時差異の論点については、繰延税金資産

を計上するように見直すのではなく、繰延税金資産を計上していない将来減算

一時差異を開示することを検討することも考えられる。 

 

以 上 
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